
資料５ 
令和５年度決算注記事項 

 

１．重要な会計方針 

(1) 引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

 ··· 未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

退職給与引当金 

 ··· 退職金の支給に備えるため、大学教職員については期末要支給額200,281,100円の１００％

を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を

加減した金額を計上している。 

大学教職員以外の教職員については、期末要支給額907,654,860円の１００％を基にして埼

玉県私学教職員福祉財団及び埼玉県専修学校各種学校教育振興会並びに東京都私学財団か

らの交付金相当額を控除した金額を計上している。また、役員の退職慰労金の支給に備える

ため、規則に基づく期末要支給額を計上している。 

(2) その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

 ··· 移動平均法に基づく原価法である。 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 ··· 最終仕入原価法である。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

 ··· 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

食堂その他教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法 

 ··· 補助活動に係る収支は総額で表示している。 

 

 

２．重要な会計方針の変更等 

   該当事項はない。 

 

 

３．減価償却額の累計額の合計額 12,478,562,072 円 

 

 

４．徴収不能引当金の合計額 14,705,831 円 

 

 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

    該当事項はない。 

 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額  

 

 
181,117,162 円 

 

 

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

 第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

 

 

  

 

 

 



 

 

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取

引は次の通りである。 

 

平成21年4月1日以降に開始したリース取引 

                                 (単位：円) 

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高 

教育研究用機器備品 18,296,228  6,667,058  

管理用機器備品 14,259,474  10,726,308  

合  計 32,555,702  17,393,366  

 

(3) 関連当事者との取引 

関連当事者との取引の内容は次の通りである。 
                                        （単位 円） 

属 性 
役員､法人等の

名称 
住 所 

資本金  

又は 

出資金 

事業の 

内容又は 

職業 

議決権の

所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引 

金額 

勘定 

科目 

期末 

残高 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

弁護士法人内幸

町総合法律事務

所(注１) 

東京都

港区 

11,000 

千円 
弁護士業務 ―  ― 法律顧問契約 

弁護士報酬 

（注２） 
1,980,000 ― 0 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 監事の青木二郎が経営する法律事務所である。 

（注２） 弁護士報酬費用として、社会通念上考慮される対価にて支払を行っている。 


